
震災前の藤沼ダム（藤沼湖）

試験湛水時の状況（平成30年4月）

慰霊碑除幕式（2021.3.11）における知事挨拶より

 ため池周囲の公園とキャンプ場や温泉、コ

テージなどのレクリエーション施設が充実し

ており、地域活動にも活用され親しまれてい

ることから、農林水産省農村振興局が設置し

た選考委員会により、「ため池百選」（全国

から応募のあった６２０地区の中から１００

地区）に選定された。

（平成22年4月）

【概要】

ʷ３ʷ ʷ１ʷ

○平成23年(2011年)3月11日（金）14時46分 三陸沖深さ２４㎞を

震源とするマグニチュード９．０の地震（平成23年(2011年)東北地

方太平洋沖地震）が発生し、県内では、須賀川市や浪江町などで最

大震度６強を観測した。

○須賀川市の西部にある「藤沼ダム」では、強い揺れにより堤体(本

堤)が決壊し、ほぼ満水だった水が濁流となって下流の集落や田畑を

襲い、７名が死亡し１名が行方不明になるなどの甚大な被害を生じ

させた。

○ダムを用水源としていた約８４０haの水田では水稲の作付が困難

となり、営農の継続が危ぶまれる状況となった。

○震災からの復興には地域の基幹産業である農業の再生が不可欠で

あり、そのためにダムの復旧・再建に取り組むにあたっては、亡く

なられた方々のご遺族や被災された地域住民の皆様の理解を得るこ

とが最も重要であった。

○県は、学識経験者による第三者委員会を設置し（H23.8月）、堤体

決壊の原因を明らかにして被災者等に説明した。（H24.1月）

○ダムの復旧・再建工事は、市の要望を受けて県が事業主体となっ

て実施することとし、県は第三者委員会から設計や施工に関する指

導や助言を受けて工事に着手した。（H25.10月）

○地元行政区、改良区、市及び県による連絡会議を設立して、工事

の進捗状況や第三者委員会との検討内容等について情報を共有しな

がら復旧工事を進め、平成29年1月から試験湛水を行い、同年4月か

ら農業用水の供給を再開した。

○その後、試験湛水の結果に基づく点検・検討等を行い、令和3年2

月に開催した第三者委員会において、復旧再建した堤体は「平成23

年(2011年)東北地方太平洋沖地震」と同規模の地震に対しても高い

安全性を保つとの最終的な評価を得た。

慰霊碑建立
趣旨： 震災と藤沼湖決壊の被災状況や復興を後世に伝え、地域防災の意識の普及と

犠牲となられた方々の「生きた証」を慰霊碑に刻み、今後の防災減災に役立

たせる。

①犠牲者を供養し、②地域居住者等のみならず全国に対して災害の恐ろしさ

を伝え、③後世へ伝承し風化させず、④二度とこのような災害が起こらない

ことを祈念する。
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藤沼ダム
復旧・再建のあしあと

----------------------------

福島県農村基盤整備課

地元におけるダム復旧後の取り組み
平成25年４月～

（藤沼湖自然公園復興プロジェクト委員会）

令和元年６月 ○「藤沼湖マラソン＆駅伝大会」開催

令和元年７月 ○「奇跡のあじさい 感謝コンサート」開催

令和３年３月 ○犠牲者の供養と震災と復興を後世に伝えるための慰霊碑建立

（藤沼湖決壊による慰霊碑建立実行委員会）

令和３年10月 ○震災の語り部を目指す地元高校生による被災記憶の伝承活動

令和４年３月 ○藤沼ダム記録紙「あの日を忘れない」の発行

（藤沼湖決壊による慰霊碑建立実行委員会）
・
・
・

○震災後の湖底で見つかったアジサイを「奇跡のあじさい」と名付け、公園

内での植栽や全国への株分けを通して震災の経験を伝えている。

復旧事業費
事業名 実施時期 総事業費 内 容 備 考

災害復旧事業 平成24年度 千円

  (2012)

～ 5,237,197

平成28年度

(2016)    

農地防災事業 平成25年度 千円

  (2013)

～ 1,503,667

平成30年度

(2018)    

計 千円

6,740,864

ダム本体(本堤、副堤)、取水施設(第1

号、第2号)、取水トンネル(第1号、第2

号)、護岸工

洪水吐工、取水施設操作設備電動化、

観測設備(浸透水観測施設、水位計、地

震計等)、警報設備(サイレン等)、管理

施設(管理棟、監視カメラ等)

第２号取水トンネル

県内各地の震度（「平成23年(2011年)3月11日 東北地方太平洋沖地震」）

７ ６強 ６弱 ５強 ５弱 ４ ３

中通り ʷ

国見町、須賀

川市、鏡石

町、天栄村、

白河市

福島市、二本

松市、伊達

市、桑折町、

川俣町、本宮

市、郡山市、

田村市、玉川

村、浅川町、

小野町、西郷

村、中島村、

矢吹町、棚倉

町

大玉村、石川

町、平田村、

古殿町、三春

町、泉崎村、

矢祭町

塙町、鮫川村 ʷ ʷ

浜通り ʷ

楢葉町、富岡

町、大熊町、

双葉町、浪江

町、新地町

相馬市、南相

馬市、広野

町、川内村、

飯舘村、いわ

き市

葛尾村 ʷ ʷ ʷ

会津 ʷ ʷ 猪苗代町

会津若松市、

喜多方市、磐

梯町、会津坂

下町、湯川

村、会津美里

町

西会津町、柳

津町、南会津

町、下郷町

北塩原村、昭

和村、檜枝岐

村、只見町

三島町、金山

町

参 考 宮城県栗原市 仙台市他 岩沼市他 柴田町他 ʷ ʷ ʷ

最大震度

方部

県内

震 度

被害の状況
本堤が決壊し、貯留水及び堤体盛土が流失。下流の集落等に甚大な被害をもたらした。

人数・被害額等 人 数
戸 数

(単位) 被害額
死亡 (人) 7

行方不明 (人) 1 幼児

計 (人) 8

流失・全壊 (戸) 22

床上浸水 (戸) 32

床下浸水 (戸) 69

計 (戸) 123

農地、農業用施設 (百万円) 1,830 農地、用排水路等（概算）

［うち藤沼ダム］ (百万円) 1,774 ※下表

公共被害 河川、橋梁等 (百万円) 1,046 （概算）

※藤沼ダムの被害額（査定決定額）

被害額 備 考

本堤 (百万円) 1,498 盛土 222千m3ほか

副堤 (百万円) 175 盛土 9千m3ほか

親水護岸ほか (百万円) 101 224mほか

計 (百万円) 1,774

備 考
項  目

項  目

人的被害

家屋被害

農業被害

     作成日：2022年２月 あしあと（omote+ura）_4.0



藤沼ダム 復旧・再建のあしあと
西     暦

(和    暦)

月    １～３月 ４～６月 ７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月 10～12月

県 市・改良区 地域住民

副知事による被災者へのお見舞い及び現地調査 ○ ○ ○ 6/8

須賀川市⾧による被災者へのお見舞い ○ ○ 7/1

「福島県農業用ダム・ため池耐震性検証委員会」 ○ 8/4 1/25

（学識経験者）  ～決壊原因の究明 設置 報告書

「藤沼湖決壊による被災地域復興に関する覚書」 ○ ○ ○ 3/28

（県、江花川沿岸土地改良区、須賀川市） 調印 ※藤沼湖復旧工事着手の同意

「江花川沿岸農業再生支援事業交付金」 ○ ○ 3/6 4/20

（県から江花川沿岸土地改良区へ 135,000千円） 議決 交付

「福島県藤沼ダム復旧委員会」 ○ 6/20 7/24 3/12 5/14 8/8 10/23 2/5 5/13 1/15 5/18 10/16 2/5 9/26 1/5 11/21 2/9 7/9

（学識経験者） 第1回 第2～4回 第6回 第7回 第8回 第9回 第10回 第11回 第12、13回 第14回 第15回 第16回 第17回 第18回 第19回 第20回 第21回 現地確認

「藤沼周辺地域復旧・復興連絡会議」 ○ ○ ○ 7/19

（県、市、改良区、地元行政区）

知事による現地調査及び被災者との懇談会 ○ ○ ○ 2/19

災害査定 実施 ○ ○ 1/11

査定

ダム復旧工事の実施 ○ 10/15 10月 10月 3/13 「施設災害復旧(23年災)2501工事」(受注者：安藤ハザマ・三栄ＪＶ) ほか１１件

「災害復旧事業」 護岸復旧
堤体

着工

副堤

完了

本堤

完了 竣工 工期：H25.10.15～H29.3.22、請負金額：4,614,895,620円

復旧と併せ行う工事の実施 ○ 洪水吐の改修、観測設備の設置、管理設備等の整備 ほか：H25～30年度 「【復興】ため池整備2701工事」(受注者：(株)東芝) ほか１１件

「農地防災事業」 工期：H27.10.1～H29.3.22、請負金額：392,600,520円

試験湛水／用水供給 ○ ○ ○ 1/18 4/24 9月

試験湛水開始  用水供給再開 試験湛水完了

造成施設の譲与 ○ ○ 3月

（県から須賀川市へ）

ʷ２ʷ

2016

3/11

2011

（令和３年）

2017 2018 2019 2020 2021

（平成29年） （平成30年） （平成31･令和元年） （令和２年）

県 の 取 組 等

市・土地改良区

による管理再開

（災害復旧との合冊を含む）

（平成28年）

2012 2013 2014 2015

（平成23年） （平成24年） （平成25年） （平成26年） （平成27年）

［ 平 成 ２ ３ 年 東 北 地 方 太 平 洋 沖 地 震 ］ 発 生

江花川沿岸土地改良区の概要
 昭和12年(1937年)、県営藤沼貯水池造

成事業の負担団体（普通水利組合（旧⾧

沼町・桙衝村・稲田村））として発足

し、昭和15年(1940年)に江花川沿岸普通

水利組合として組織を改編。

 昭和27年(1952年)、江花川沿岸土地改

良区として認可を受けて現在に至る。組

合員806人。（平成26年1月）

本堤決壊の原因

 以下は、「藤沼湖の決壊原因調査報告書」（平成24年1月25日 農業用ダム・ため池耐震性検証委員会）より抜粋。

１）過去に経験したことのない、非常に大きく⾧時間にわたる地震動 ※

２）堤体の安定性は確保されていたものの、締固め度は近代的な施工方法によるものと比較すると小さい

３）上部盛土部は砂分に富む材料のため今回の地震動を受けて強度が低下

４）施工時期の違いによる盛土の締固め程度の違いがすべりの発生に関与している可能性あり

※地震応答解析による堤頂部の地震動

最大 ４４２Gal

５０Gal以上の地震動が１００秒間継続

（参考）令和3年(2021年)2月13日23:07発生 福島県沖地震（県内最大震度６強）における地震動

須賀川市の震度 ６弱

堤体設置した地震計が示す合成加速度 ３０３Gal

点検の結果、堤体及び付帯施設とも被害無し

 堤体決壊の素因は、全般的に盛土の締め固め度が低いことに加えて、盛土上部は特に締固め度が低いうえに砂質土で

あったこと、また、誘因としては強い地震動とそれが⾧時間継続したことと判断される。

ダムの諸元

本堤 副堤 本堤 副堤

形 式

堤 高 (m) 18.5 10.5 31.4 18.0

堤 ⾧ (m) 133.2 72.5 149.2 86.8

堤 頂 幅 (m) 6.5 5.5 8.0 7.0

貯 水 量 (万m3)

満 水 面 積 (ha)

灌 漑 面 積 (ha)

受 益 者 (戸)

被災前区 分 

 諸元等

806

アースダム（均一型）

150

20

約840

762

復旧・再建後

中心遮水型フィルダム

150

20

837

ダムの復旧・再建における県の取り組み

 ダム復旧委員会では、設計、施工などに関する技術的な課題を総合的かつ具体的に検討

 検討結果は、設計や工事の内容・施工等に反映

  【復旧設計の基本的構想（第6回委員会資料より）】

①崩壊した旧ダムよりも圧倒的に安定している

②2011東日本大震災と同じレベルの地震動を受けても安定である

③施工は耐震性照査の結果が反映され合理的な設計と施工で上記を実現する

○完成後の維持管理にあっては、県がダム管理者である市に対して管理経費の一部を補助するとともに、定期点検や観

測データ解析における技術的支援を実施

○工事の実施にあたっては、「藤沼湖周辺地域復旧･復興連絡会議」（地元行政区、土地改良区、市、県による）を設

置し（平成24年7月）、工事進捗状況やダム復旧委員会における検討内容などの情報を共有化

○ダム復旧にあたって、学識経験者により技術的な課題を専門的な立場から検討する「福島県藤沼ダム復旧委員会」

を設置（平成24年6月）

 現場が一望できる場所に「見学広場」を設置し、地域住民や受益者を対象として工事の実施状況などに関する現地説

明会を年２回程度実施

 県は、被災直後から須賀川市や江花川沿岸土地改良区、そして地域の皆さんとの話し合いを繰り返し行いながら安全・安心なダ

ムの再生に取り組んだ。

委員：田中忠次(たなか ただつぐ)（(一社)地域環境資源センター 理事⾧）<委員⾧>

   龍岡文夫(たつおか ふみお)（東京理科大学理工学部土木工学科 名誉教授）

      毛利栄征(もうり よしゆき)（茨城大学農学部地域環境科学科 教授）

藤沼湖の整備歴（被災前）
内  容 事業名 備  考

本堤・副堤の築造 昭和12年 ～ 昭和24年 県営農業水利改良事業

導水路の建設 (1937年） (1949年）

波除工・余水吐工の改修 昭和52年 ～ 昭和54年 県営ため池等整備事業

(1977年） (1979年）

本堤のグラウト工 昭和59年 ～ 平成 8年 県営ため池等整備事業

取水施設の改修ほか (1984年） (1996年)

周辺整備 平成 8年 ～ 平成13年 県営水環境整備事業 せせらぎ水路、遊歩道等

(1996年) (2001年)

導水トンネル補修工 平成17年 ～ 平成22年 県営農村地域環境保全整備事業 簀ノ子川～ダム

(2005年) (2010年)

実施時期


